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コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方
　リコーグループは、多様なステークホルダーの期待に
応えられるように、経営者の活動を含む企業活動全体が、
企業倫理と遵法の精神に基づく経営の透明性を確保しつ
つ、競争力の強化を目指したコーポレート・ガバナンス1

の充実に取り組んでいます。これにより、持続的な成長と
株主価値・企業価値の向上を図っています。
　当社は監査役制度を採用しています。また、取締役会
による経営監督の強化、および執行役員制度による経営
執行の効率化を図っています。取締役および執行役員の

指名・報酬については、取締役会の諮問機関であり、委員
長および委員の過半数を独立社外取締役で構成する「指
名委員会」「報酬委員会」において審議を行い、取締役会
へ答申しています。さらに、会社の重要テーマ（中期経営
戦略など）を自由闊達に議論する場である「取締役検討会」
やガバナンスの方向性・課題などを議論し、その概要を開
示する「ガバナンス検討会」のほか、社外役員間、または
社外取締役と監査役などとの間で情報共有・意見交換を
図る場として、「社外役員会議」を設けています。

リコーのボードカルチャー
　取締役会は、取締役会ならびに取締役が、企業価値向上に資する審議・判断・行動をするにあたっての礎となる考え方や
姿勢について、創業の精神に立ち戻って議論し、取締役会が維持・醸成していくべき「ボードカルチャー」として、以下のと
おり定めました。

取締役会は、
1．  「三愛精神」を尊び、株主、お客様、従業員、協力会

社、地域・社会などさまざまなステークホルダー
との対話を踏まえ、その利益を尊重するとともに、
社会課題の解決につながる経営戦略・計画となる
よう監督する。

2． 議長による中立的な運営のもと、多様性・独立性
の高い構成メンバーによって、オープンで自由闊
達かつ多面的な視点を尊重した建設的議論を行い、
その結果を真摯に経営に反映する。

3． 事業成長・資本収益性・ESGを高次元で実現する
ことを通じた中長期的な企業価値の向上に向け、
社会的責任を自覚し、将来のための果断な意思決
定を行うとともに、その遂行に対する監督を行う。

　経営環境や経営体制が変わる中で、取締役会は常
にボードカルチャーに立ち返り、審議や意思決定はも
とより、取締役の選任や、株主をはじめとするステー
クホルダーとの対話などにおける指針とします。

リコーのボードカルチャーの概念図
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　取締役会の構成・運営は、当社のボードカルチャーに掲
げた考え方や姿勢を念頭に、独立社外取締役を過半数、
かつ議長を独立社外取締役とすることにより、経営の透
明性の確保と公正な意思決定の一層の向上を図っていま
す。あわせて、取締役会における社外取締役の役割・機
能をより発揮できるよう、筆頭社外取締役を選任していま
す。筆頭社外取締役は、取締役会議長と協働してガバナン
スの整備・高度化を担い、当社における独立社外取締役
の職務を主導する役割として、当社の経営状況、議長およ
び取締役の就任状況に照らして、取締役会の判断に基づ

き、必要に応じて選任を行います。議長と筆頭社外取締役
による適切な協働・役割分担のもと、取締役会の円滑な
運営と機能発揮を確保します。
　取締役会の審議においては、各取締役の専門性や経験な
どを活かし、重要案件に対して深い議論を行うことで、企業
価値向上に向けた適切な意思決定と、株主をはじめとする
多様なステークホルダーの視点で経営の監督が行われる
体制を構築しています。また、すべての取締役に対し、取締
役会への出席率が原則80%を下回らないことを求め、経営
に対する実効的な監督機能を果たすよう要請しています。

詳しくは
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コーポレート・ガバナンス

指名委員会／報酬委員会
　CEOをはじめとした経営幹部の指名・報酬などの決定
については、取締役会の経営監督の最重要事項の一つと
して、独立社外取締役を委員長、委員の過半数を独立社
外取締役とする「指名委員会」ならびに「報酬委員会」を設
置することで、取締役・執行役員などの選解任や報酬の

透明性・客観性を確保しています。両委員会の審議には、
毎回社外監査役1名がオブザーバーとして出席していま
す。当年度は、それぞれ独立社外取締役4名、社内取締役
1名の体制で構成しています。

活動状況

委員会 主な審議項目

指名委員会
（計 9 回開催）

● 年間運営方針・アジェンダ
● CEO/執行兼務取締役の実績評価（一次評価/二次評価）
● CEOサクセッション（CEO候補者の選定・育成・評価状況）
● スキルマトリックス、取締役会・委員会構成
● 取締役候補者の指名

● 監査役候補者の確認
● 取締役・執行役員などの選解任などの重要人事
● 非執行取締役（会長）の評価、役位および委嘱内容の見直し
● 執行役員のパフォーマンス結果の確認
● 取締役・執行役員などの兼職・副業の確認

報酬委員会
（計 8 回開催）

● 年間運営方針・アジェンダ
● CEO・非執行取締役（会長）・その他取締役の個別報酬額
●  取締役・執行役員などの報酬ポリシー  
（ピアグループ、報酬サーベイ報告の確認を含む）

● 取締役・執行役員などの株式報酬制度改定
● 取締役の賞与支給（定時株主総会への付議内容）

監査役会 1

　監査役会では、監査の方針および業務の分担などを審
議、決定し、取締役の職務の執行を監査するほか、当社の
会計監査人および内部監査部門との連携や、当社各組織・
子会社監査を通じて、経営への監督機能を果たしていま
す。監査役は、取締役会およびその諮問委員会に加え、
重要な会議に出席し、代表取締役や社外取締役とも定期
的な情報交換を行っています。
　当社の監査役は5名で、社内の事情に通じた社内監査
役2名（常勤）と、当社の定める独立役員の要件を満たす

社外監査役3名としており、過半数が独立社外監査役です。
また、監査役会として必要な知識・経験・専門能力をバラ
ンスよく確保して、監査役会を構成することとしており、
各監査役の専門分野における豊富な経験と幅広い見識、
および独立した客観的な視点で深い議論が行える体制を
構築しています。
　監査役および監査役会の活動状況については、監査実
績説明書をご参照ください。2

その他の主な会議体等 1

取締役検討会
　取締役会における会社の重要なテーマ（中期経営戦略
など）の決議に向けて、取締役および監査役が事前に十分
な議論を尽くすための機会として開催しています。

ガバナンス検討会
　リコーグループのガバナンスの方向性や課題について、
取締役・監査役などが包括的な議論を行う場として開催し

ています。実施した検討会の概要はコーポレート・ガバナ
ンスに関する報告書などで開示しています。

社外役員会議
　独立した客観的な立場に基づく情報交換・認識共有を
図り、取締役会における議論に積極的に貢献するとの観
点から、社外役員間、または社外取締役と監査役などとの
間で情報共有・意見交換を図る場として開催しています。

取締役選任の考え方
取締役の選任基準

［ 経営能力 ］
（経営機能の適切な遂行にあたっての高い洞察力および

判断力）
1． 事業・機能の広い領域に識見をもち、全社的・長期的

視点に立って適切に思考し、判断する能力を有すること
2． 本質を見極め、課題を明らかにする洞察力を有するこ

と
3． グローバルに発想し、グローバルに最適な判断を行う

ことができること
4． 判断力・洞察力の基点として幅広い経験を有し、企業

価値および競争力の飛躍的向上につながる高い実績
をあげていること

5． コーポレート・ガバナンスのあり方をしっかり認識した
上で、株主および顧客をはじめとする多様なステーク
ホルダーの視点に立って、適切に思考し判断を行うこと
ができること

［ 人格・人間性 ］
（監督機能の円滑な遂行にあたっての取締役相互および

経営執行との良好な信頼関係）
1． 高潔（誠実かつ高い道徳観・倫理観を有する）であり、

法令および社内ルールの厳格な遵守はもとより、高い
道徳観、倫理観に基づくフェアで誠実な判断・行動を

率先していること
2． 人間尊重の精神に立って、他者に対し敬意と信頼をもっ

て接するとともに、多様な価値観や考え方を深く理解・
受容し、個々の人格と個性を尊重した判断・言動・行動
を率先していること

社外取締役の選任基準
　社外取締役の選任基準は、社内取締役と同じ上記の基
準に加え、異分野に関する専門性、問題の発見、および解
決能力、洞察力、戦略的思考能力、リスク管理能力、指導
力などに優れていること、さらに、当社所定の「社外役員
の独立性基準」に照らし合わせ、独立性に問題がないこと
を付加的な基準としています。

ダイバーシティについて
　取締役の選任にあたっては経営能力や人格・人間性な
どのほかに、多様な視点や経験、さらに多様かつ高度な
スキルをもった取締役で構成されることが必要であると
考えています。
　加えて、人種、民族、性別、国籍などの区別なく、それ
ぞれの人格および識見に基づいて候補者を選定し、これ
らの属性に関する多様性を確保することを方針としてい
ます。

取締役の選任プロセス 3

取締役候補者
　指名委員会における数回の審議を経て厳選な審査を行い、指名する根拠を明確にした上で取締役会へ答申しています。

株主総会

●  指名委員会からの答申を踏まえ株主視点で審議を行い、株主総会へ付議する取締役候補者を決定取締役会

●  取締役の役割・責務を果たすために必要不可欠となる経営能力や人格・人間性を基本要件とし、当社の取締役として求められ
る資質・経験・スキル・多様性などを多面的に審査

●  取締役会の構成や取締役に求められる専門性・経歴（スキルマトリックス）などについて継続的に審議
指名委員会

詳しくは
WEB 1推進体制/システム　2監査実績説明書　3取締役の選任について
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コーポレート・ガバナンス

CEO評価とサクセッションプラン
　リコーグループが中長期にわたり、継続的に株主価値・企業価値を高め、社会の構成員としてその社会的責任を果たし
永続していくための重要な取り組みとして、CEOサクセッションプランを位置づけています。
　コーポレート・ガバナンスの強化の観点から、客観性、適時性、透明性の高い手続きによるCEOサクセッションプランの構
築を目指しています。

①CEO評価

●  CEOの評価は取締役会から諮問を受けた指名委員会が毎年実施しており、二段階による評価を行っています。なお、CEOの評価に
あたっては、執行役員を兼務する取締役と同様、「取締役としての経営監督の遂行状況」、「業績・資本収益性・その他の主要経営指
標など財務の視点」ならびに「株主への貢献度や資本市場の評価の視点」に基づく評価に加え、「将来財務の視点」に基づく評価を組
み合わせることで、CEOとしての総合的な経営監督ならびに業務執行能力の評価を行っています。

●  指名委員会での評価に関する審議の結果は、取締役会へ報告され、CEOに対する実効性の高い監督を行うこととしています。

● 一次評価： CEOの職務継続の妥当性について慎重かつ適正に審議することで、選解任の適時性を確保
●  二次評価： 実績を多面的に評価し、課題などを明確にして、本人へ評価結果のフィードバックを行うことにより、経営の質的向

上を図る

指名委員会

二次評価
一次評価

取締役会

＜CEO評価の主な項目＞

評価の視点 カテゴリー 評価項目（代表的なもの） 評価項目の詳細の一例
経営監督の
遂行

資質・能力 株主価値・企業価値の最大化に向けた行動、執行監督と取締
役間での相互牽制の姿勢、リスクマネジメント、会社経営に必
要な見識

財務指標 業績 連結業績推移 売上高、営業利益、当期利益、ROE、ROIC、FCF
年間事業計画の状況 ビジネスユニット別、地域別、主要施策
中期経営戦略に対する実績 財務、主要施策
その他 資産効率性、生産性、他社比較水準など

資本市場・
株主指標

資本市場 株式指標推移 株価、時価総額、PBR
格付け S＆P、R＆I

株主 TSR・株主還元 単年・経年TSR、配当
将来財務
指標

（ESG）

環境 環境パフォーマンス実績 CO2排出量削減、製品省資源化、用水量・排出物削減、汚染予防
社員 人材の育成・活躍 デジタル研修履修率、女性管理職比率

グローバル社員意識調査 社員エンゲージメント
安全・健康 労災件数、メンタルヘルスへの取り組み

顧客 顧客重大事故 重大な製品・情報セキュリティ事故
顧客満足度調査 製品・サービスに関する第三者調査結果

ガバナンス ガバナンスの適正化・強化 ガバナンス制度改革・体制強化
コンプライアンス 法令違反件数、インシデント報告件数

　CEOの評価にあたっては、「株主への貢献度や資本市場の評価の視点」の基準の一つとしてTSRを採用していますが、突
発的な株価変動の影響を避けるため年度平均株価により算出したTSR（下表参照）を使用しています。

　なお、2023年4月1日付でCEOに就任した大山については、
当年度は就任後から二次評価実施日までの約9カ月間に対
する評価を実施し、その実施内容を指名委員長から取締役
会に報告、さらに本人へのフィードバックを実施しました。

保有期間 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年
リコー（配当込み）117.9% 112.4% 163.4% 126.2% 123.1% 133.3%

TOPIX（配当込み）124.5% 126.0% 150.2% 161.7% 157.5% 160.5%

（注）  1. TSRの保有期間は2024年3月末日を基準としています。  
2. TSRについては、期初・期末当日の株価の影響を平準化する目的で、年
間の日次の配当込み株価の平均を用いて算出しています。

②CEO候補者の選定・育成・評価
＜指名委員会および取締役会の位置づけ＞
　年に1回、CEOは将来のCEO候補者案を作成するとと
もに、それらのCEO候補者に対する育成計画を策定し、指
名委員会でCEO候補者案および育成計画について説明を
行っています。
　指名委員会は、CEO候補者案ならびに育成計画の妥当
性を審議するとともに、CEOに対して育成に関する助言を
行い、その結果を取締役会へ報告しています。取締役会
は、指名委員会からの報告を受けて候補者選定および育
成計画の妥当性を確認するなど、CEO候補者の選定・育
成に主体的に関与しています。
＜候補者の選定＞
　CEO候補者の選定にあたっては、交代時期を想定し以
下のタームごとの候補者を選定しています。なお、事故
あるときの交代候補者1名は、CEOの選定と同時に取締
役会の決議により決定しています。

ターム 選定人数
事故あるときの交代候補者 1名
次期交代候補者 数名程度
次々期交代候補者 数名程度

＜候補者の育成＞
　CEOは、将来のCEO候補者の育成計画についての指名
委員会での審議・助言を踏まえて、次年度、CEO候補者そ
れぞれの課題に応じた当人の成長に必要なチャレンジの
場を付与し、実績を積ませるとともに、CEO候補者のアセ
スメントを踏まえ当人の成長に必要な助言などを実施して
います。
＜候補者の評価＞
　CEO候補者の評価は毎年実施し、CEOはCEO候補者の
育成期間における実績および育成状況について指名委員
会へ報告を行っています。指名委員会は、CEO候補者の
継続・交代などについて審議を行うとともに、必要に応じ
て、外部専門家の助言なども活用しながら、CEO候補者
の評価を実施し、その結果を取締役会へ報告しています。
取締役会は、指名委員会からの報告を受けてCEO候補者
の評価および継続・交代における審議の妥当性を確認す
るなど、CEO候補者の評価プロセスに主体的に関与して
います。

監査役選任の考え方
監査役の選任基準
　監査役会は、監査役としての職務の遂行を通じて、当社
の健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に貢
献できる人材であることに加え、特に、財務・会計に関す
る十分な知見を有している者が1名以上選任されること

など、監査役会としての知識、経験、専門能力のバランス
を考慮して、監査役候補者を選定します。
　なお、監査役候補者の選定にあたって、監査役会は以
下の基準を定め、これらを総合的に判断しています。

監査能力
1． 適切な経験、能力および必要な財務・会計・法律に関する知識を有していること
2． 職業的懐疑心をもち、真摯な態度で事実を正しく調査し、客観的に物事の判断ができること
3． 自らの信念に基づいて使命感と勇気をもって、取締役または従業員に対し能動的・積極的な助言・提言ができること
4． 株主の立場で考え、行動し、現場・現物・現実から学ぶ姿勢に基づいた監査ができること

素養・人間性
1． 心身ともに健康であり、監査役の任期4年を全うできること
2． 常に向上心をもち、新たなことに対する学習意欲をもっていること
3． 各地域のマネジメントと英語によるコミュニケーションができること
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社外監査役の選任基準
　社外監査役の選任に際しては、上記の基準に加え、企業
経営・財務会計・法律における高い専門的知見および豊
富な経験を有していること、および当社所定の「社外役員
の独立性基準」と照らし合わせ、会社との関係、代表取締
役その他の取締役および主要な従業員との関係などを勘
案して、独立性に問題がないことを付加的な基準として
います。

ダイバーシティについて
　監査役の選任にあたっては、上記の監査能力や素養・
人間性などのほかに、多様な経験や視点をもった監査役
で構成されることが必要であると考えています。
　加えて、人種、民族、性別、国籍などの区別なく、それ
ぞれの人格および識見に基づいて候補者を選定すること
で、これらの属性に関する多様性を確保することを方針と
しています。

監査役の選任プロセス
　監査役候補の選定にあたっては、監査役の独立性確保を重視し、「候補者の推薦」「候補者の指名・提案」を監査役会主導
で行っています。取締役会では、監査役会の提案を踏まえ、株主総会への監査役選任議案が決議されています。

候補者のリストアップ 候補者の推薦
（CEO との協議）

協議内容の共有
推薦理由の確認

候補者の指名・提案 候補者の決定 監査役の選任
監査役 監査役会 指名委員会 監査役会 取締役会 株主総会

スキルマトリックス
　取締役会、監査役会の構成および各役員の専門性は、以下のとおりです。なお、以下の一覧表は各取締役・監査役の有
するすべての知見・経験を表すものではなく代表的と思われるスキルを表したものです。

＜役員体制についての基本的な考え方＞
●  当社は、「創業の精神(三愛精神)」と、「使命と目指す姿」「価値観」によって構成されるリコーウェイを深く理解し、当社の健全で持続的な成長と株

主価値・企業価値の向上に貢献できる人材であることを役員選任の基本要件としています。さらに、社外取締役・監査役については、独立性・中
立性を求められる立場にあることを踏まえ、経営陣に対して忖度なく意見し、独立・中立の立場から適切な助言・監督機能を発揮できる人材であ
ることを、特に重視しています。

●  当社は、役員のスキル保有状況に加え、社内・社外役員の構成、在任期間、ダイバーシティなどを総合的に勘案の上、適切な役員体制の構築を行っ
ています。今後も、当社を取り巻く環境変化や当社の事業戦略の進展などにあわせて、必要なスキルならびにダイバーシティのあり方について、
継続的に議論を行い、それに沿った役員体制の構築を進めます。

＜主要なスキル・特記すべき専門分野の位置づけについて＞
●  当社は、経営環境や事業戦略に照らして、複数の役員によりカバーされることが望ましいスキルを、主要なスキルとして記載しています。取締役会・

委員会における役職・役割も踏まえ、各人の有するスキルのうち主なものについて最大3つに「●」をつけています。
●  加えて、高度化・多様化する経営課題にあたる上で、個々の役員が、各自の専門分野における卓越した知見・スキルを発揮することが必要と考え

ており、その内容を特記すべき専門分野として記載しています。

＜主要なスキルの選定理由＞
企業経営 経営環境を踏まえ、ビジネス上の視点から機会とリスクを把握し、企業価値向上の観点から、適切な意思決定ならびに監督機能を発揮するため。
ガバナンス・
リスクマネジメント

多様なステークホルダーから信頼されるガバナンスの高度化を実現するとともに、グローバルでの情報収集と分析を通じて、地政学リスクや経
済安全保障など複雑化・高度化する事業リスクに適切に対処するため。

財務・会計・
ファイナンス

プライム市場に上場する企業として、資本政策や資本市場とのコミュニケーションを通じ、持続的な株主価値・企業価値の向上を実現するため。

サステナビリティ リコーグループが目指す、3つのP*が保たれた社会（Three Ps Balance）を実現すべく、持続的な株主価値・企業価値の向上に不可欠と考える
ESGの取り組みを通じた社会課題解決を推進するため。

技術・デジタル リコーらしいエッジデバイスの開発とそれらの強みを活かしたプラットフォーム・ソフトウェアなどのデジタルサービスの提供により、デジタルサー
ビスの会社への変革を加速するため。

*3つのP：経済（Prosperity）、社会（People）、地球環境（Planet）

スキルマトリックス

在任
年数

指名
委員会

報酬
委員会

主要なスキル
特記すべき
専門分野企業

経営
ガバナンス・

リスク
マネジメント

財務・
会計・

ファイナンス
サステナ
ビリティ

技術・
デジタル

取締役

山下　良則 男性 非執行役員 12年 ● ● ● ● ● SCM、
マーケティング

大山　晃　 男性  3年 ● ● ● グローバル
マーケティング

川口　俊　 男性  1年 ● ● 財務、ファイナンス、
投資管理

横尾　敬介 議長
男性 社外 独立  4年 ● ● ● ● ● ファイナンス、

投資管理

谷　定文　 男性 社外 独立  3年 ● ●
委員長 ● ● 情報分析／発信、

コミュニケーション

石村　和彦 筆頭社外取締役
男性 社外 独立  2年 ●

委員長 ● ● ● ● 技術経営、ESG経営

石黒　成直 男性 社外 独立  1年 ● ● ● ● グローバルビジネス、
製造管理

武田　洋子 女性 社外 独立  1年 ● ● ● ● 経済／金融分析

監査役

佐藤　愼二 男性  3年 ● ● 経理、財務、
内部統制

西宮　一雄 男性 ― ● ● SCM、生産技術

太田　洋　 男性 社外 独立  7年 オブザーバー ● ● 企業法務

鈴木　国正 男性 社外 独立 ― ● ● グローバル経営、
デジタルビジネス

大塚　敏弘 男性 社外 独立 ― オブザーバー ● ● 会計監査

（注） 1. 非執行役員：当社において執行役員を兼務せず、日常の業務執行に関与しない社内取締役　  
2. 独立：東京証券取引所が定める独立役員

取締役・監査役の報酬等に係る事項 1

1．役員の報酬等に関する考え方
　役員報酬は、リコーグループの業績向上と中長期にわ
たって持続的な株主価値の増大を実現することに対する
有効なインセンティブと位置づけています。また、コーポ

レート・ガバナンス強化の視点から、報酬水準の設定や個
別報酬の決定について、客観性・透明性・妥当性の確保を
図るための取り組みを行っており、以下の基本方針に基
づいて報酬を決定しています。

報酬構成 ●  執行役員を兼務する社内取締役の報酬は、「期待される役割・責任を反映する基本報酬」、「会社業績を反映する賞与（業績連動報酬）」、
「中長期的な株主価値向上を反映する報酬」の3つの要素で構成する。

●  執行役員を兼務しない社内取締役の報酬は、常勤取締役として会社の実情に精通した上で業務執行の監督を担う役割を踏まえて、
基本報酬と賞与および株式報酬で構成する。

●  経営の監督を担う社外取締役および監査を担う監査役の報酬は、公正な監督や監査に専念するため、基本報酬のみとすることで
業務執行からの独立性を確保する。

ガバナンス ●  適切な外部ベンチマークおよび報酬委員会による継続的な審議・モニタリングにより、報酬制度設計、報酬水準設定および個別報
酬決定の客観性・透明性・妥当性を確保する。

●  取締役の個別の報酬額は、指名委員会における取締役評価の結果などを踏まえて、報酬委員会および取締役会で妥当性を審議する。

詳しくは
WEB 1取締役・監査役の報酬等に係る事項

https://jp.ricoh.com/governance/governance#compensation


79 Ricoh Group Integrated Report 2024 80

コーポレート・ガバナンス

2．取締役の報酬等
（1） 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関

する方針の決定方法
　当該方針は、取締役会の諮問機関である報酬委員会に
おいて審議を行い、取締役会へ答申し、これを踏まえ取締
役会で決定しています。

（2） 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関
する方針ならびに当年度に係る業績連動報酬等およ
び非金銭報酬等に関する事項

1）報酬の決定プロセス
　当社は、インセンティブ付与を通じた収益拡大と企業価
値向上およびコーポレート・ガバナンス強化に向け、より
客観的で透明性のある報酬の検討プロセスを構築するた
めに、報酬委員会を設置しています。報酬委員会は、取締
役の報酬基準および業績に基づき、また、指名委員会に
おける取締役の評価結果などを踏まえ、複数回にわたる
審議を経た上で、基本報酬・賞与・株式取得目的報酬・業
績連動型株式報酬に関する各々の報酬案を決定し、取締

役会へ答申します。
　取締役会は、報酬委員会から答申のあった各報酬議案
について、審議・決定を行います。賞与については、取締
役賞与フォーミュラに基づく個人別賞与額が適切である
ことを確認の上、賞与支給総額ならびに株主総会への取
締役賞与支給議案および付議の要否を決定します。株主
総会で取締役賞与支給議案が決議された後、取締役会で
決定された個人別賞与額が支払われます。
2）報酬水準の決定方針
　基本報酬、短期・中長期インセンティブいずれについて
も、企業業績との適切な連動性確保の観点から、毎年の
報酬委員会で当社の業績に対して狙いとする水準を報酬
区分ごとに確保できているかを判定しています。その際に、
外部専門機関の調査結果に基づくピアグループの役員の
報酬水準を目安とし、短期・中長期インセンティブについ
ては、当社の業績に応じて支給率が変動するように設定し
ています。

3）取締役の報酬

報酬区分 報酬名称 社内取締役 社外取締役 備考
固定 基本報酬 ○ ○ 役割・責任に応じた報酬
変動(短期) 業績連動型賞与 ○ － 業績目標の達成に連動
変動(中長期) 株式取得目的報酬 ○ － 役員持株会を通じて支給全額を当社株式の取得に充当

業績連動型株式報酬 ○ － 中長期的な株主価値・企業価値向上へのインセンティブ

①　基本報酬
　取締役に期待される役割・責任を反映する報酬として、在任中に支払う月次金銭報酬です。
　株主総会で決定された報酬総額の範囲内で支給額を決定し、当年度の支給総額は、2億8,168万円になります。

報酬構成 報酬水準の主な設定方法
社内取締役 「経営監督の役割に対する報酬」、「経営責任や役割の重さを反映する

報酬」を軸とし、「代表取締役や指名委員や報酬委員などの役割給」
を加算。

●  執行役員を兼務する取締役の経営責任や役割の重さは、外部専
門機関の職務グレードフレームワークを参考にして設定。

●  執行役員を兼務しない取締役の報酬は常勤としての会社の実情
に精通した上で業務執行の監督を担う役割を踏まえて設定。

社外取締役 「経営監督の役割に対する報酬」、「経営への助言に対する報酬」を軸
とし、「取締役会議長・指名委員長・報酬委員長などの役割給」を加算。

●  外部専門機関の客観的なデータを参照した上で設定。

②　業績連動型賞与（短期）
　業績連動型賞与は対象事業年度の会社業績と株主価値向上を反映する報酬として、事業年度終了後に支払う金銭報酬と

なり、当年度は以下を評価指標として設定しています。

評価指標 設定理由
連結営業利益の目標達成率 時価総額と相関を有し、かつ事業活動による成果を示す営業利益を評価指標とすることで、取締役が利益成

長と収益性向上に責任をもつことを明確にする。
ROEの目標達成率 資本収益性向上の重要指標であるROEを評価指標に設定することにより、取締役が株主価値向上に責任をも

つことを明確にする。
DJSIの年次Rating 全社的なESGの取り組みの確認ツールとして活用しているDJSIの年次Ratingを評価指標とすることで、ESG

向上へのインセンティブとする。
※評価指標における営業利益係数および資本収益性係数については所定のウエイトで加重平均

　また、報酬委員会においては、取締役賞与フォーミュラ
により算出された結果に基づき、指名委員会における取
締役評価の結果なども含めて、個別賞与支給額の妥当性
を審議の上、取締役会に答申し、取締役会は、これを踏ま
え、株主総会への取締役賞与支給議案付議の要否を決定
しています。
　当年度の賞与については、報酬委員会の審議において

取締役賞与フォーミュラにより算出された結果が適切で
あると判断され、支給総額は6,385万円になります。
③　株主価値向上を反映する報酬（中長期）
　株主価値向上を反映する報酬は、中長期的な当社の企
業価値向上へのコミットメントを強化する目的として、「株
式取得目的報酬」と「業績連動型株式報酬」で構成されま
す。

報酬名称 制度概要
株式取得
目的報酬

株式取得目的報酬は、取締役の保有株式数を着実に増やし、株価の変動による利益・リスクを株主と共有することを目的とした金銭報酬
となります。在任中に定額を毎月支給し、その同額を当社役員持株会を通じて当社株式の取得に充当します。報酬額は、株主総会で決
定された報酬総額の範囲内で役位別に設定しており、当年度の支給総額は、1,207万円です。

業績連動型
株式報酬

業績連動型株式報酬（以下、本制度）は、当社が金銭を拠出することにより設定する株式交付信託（以下、本信託）が取引所市場（立会外
取引を含む）から当社の普通株式（以下、当社株式）を取得し、当社が各取締役に付与するポイント数に相当する数の当社株式が本信託を
通じて各取締役に対して交付される制度です。なお、取締役が当社株式を受け取る時期は、原則として業績評価対象期間（各年の4月1
日を開始日とする連続する3事業年度単位の各期間を指す。）の終了の都度とします。また、当社が各取締役に付与するポイント数は、
取締役会決議により定められた株式交付規程に基づく職務グレード別の基準となる金額を元に、業績評価対象期間における当社のTSR
成長率とTOPIX（配当込み）のTSR成長率との相対評価、およびピアグループのTSR成長率との相対順位、ならびにESG目標達成度合い
に応じて（0～200％の範囲で変動）決定し、1ポイント1株として当社株式を交付します。そして、取締役在任期間中に、会社に影響を及
ぼす重大な不適切行為があった場合などには、株式報酬の返還要請を行うべく、マルス・クローバック条項を定めています。
なお、本制度は、2023年6月23日開催の第123回定時株主総会決議により、株価条件付株式報酬制度を一部改定し、2023年9月1日付
で導入したものです。変更前の制度については、原則として、2023年9月1日以降の新たなポイント付与を停止し、累積ポイントに対応
する数の当社株式は、変更前の制度の規定に従い、退任時に交付します。変更前の制度における当年度の付与ポイントに基づく費用計
上額は7,413万円であり、当年度退任社内取締役（1名）に対しては、累積ポイントに、当該取締役の在任期間中における当社株価成長率

（103.7％）とTOPIX成長率（138.0％）の比較結果（株価の変動による利益・リスクを株主と共有するため、係る指標を選定しています。）に
応じた株式（8,400株）を交付しています。

※評価指標における各支給率を所定のウエイトで加重平均

（3） 取締役の固定報酬と変動報酬の支給割合の決定に関
する方針

　役割・責任ごとの業績に対する責任を明確にするため、
固定報酬（基本報酬）と変動報酬（業績連動型賞与、株式取
得目的報酬、業績連動型株式報酬）の支給割合は、経営責
任の重い者ほど変動報酬の割合が増える設計としていま
す。最上位の社長執行役員は、2023年度業績目標の標準
達成時（営業利益700億円、ROE5.3%)には、概ね固定・

変動の比率が5：5の割合となり、業績目標の最大達成時
（営業利益840億円以上、ROE7.95%以上）には固定・変動

の比率が3：7の割合となります。
　今後も中長期的な株主価値・企業価値の向上を重視し、
株主価値や業績に連動した変動報酬の割合を一層高めて
いく方針で、報酬区分ごとの適切な報酬額の検討を継続
審議していきます。
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3．監査役の報酬等
　監査役の報酬は、適切に監査を行う役割に対する基本
報酬のみで構成されています。報酬水準は、監査役会が

外部専門機関の客観的なデータを踏まえて協議し、第84

回定時株主総会で決議された監査役報酬枠の範囲内で決
定しています。

2023年度 取締役会の実効性評価結果の概要
　当社は、2023年度（2023年4月から2024年3月まで）に
開催された取締役会の実効性評価会を2024年5月7日に
実施しました。結果の概要は以下のとおりです。

1．2023年度 取締役会の実効性評価にあたって
　評価にあたっては、引き続き、取締役会の実効性に留ま
らず、指名・報酬委員会および取締役会における執行の
対応も対象としました。あわせて、評価の客観性を確保す
るため、第三者による評価を実施しました。

【評価プロセスについて】
　取締役・監査役による記述評価、および匿名性を確保し
た第三者によるアンケートの分析結果を共有した上で、す
べての取締役と監査役が参加した討議により評価を行い
ました。討議では、前回の実効性評価で当社取締役会が
設定した以下の取締役会運営の基本方針および3つの対
応項目について、2023年度の取締役会を振り返って評価
を実施しました。

〈2023年度の基本方針〉
　1）　 ステークホルダーの期待に応える企業価値の実現

に向けた議論と監督を行う
　2）　 デジタルサービスの会社への変革を伴う質的成長

を図るため、定量的・定性的の両面から業績や重
要施策のモニタリングと支援を行う

〈2023年度の対応項目〉
　①　 企業価値向上に向けた審議を充実し、具体的な施

策として実行できるレベルまで議論を深めるとと
もに、企業価値の観点からより実効的な監督を行
う

　②　 2023年度事業計画の着実な実行を通して、デジタ
ルサービスの会社への変革を伴う質的成長が実現
できるよう、監督と支援を行う

　③　 デジタルサービスの会社への変革を加速するため
の健全なリスクテイクとリスクコントロールを両立
できる、経営体制と連動した統合リスクマネジメン
トの継続的な改善を行う

2．2023年度「取締役会実効性評価」の結果概要
2-1．取締役会の運営実績
　2023年度は、新たな経営体制のもと、企業価値向上の
実現に向けた審議に多くの時間をかけ、株主視点での議
論を深め、確実な施策の実行を促せるよう、取締役会の運
営に努めました。また、第21次中期経営戦略の初年度と
して、デジタルサービスの会社へ事業構造の転換を加速
するべく、合弁会社の設立やM&A、事業売却などに関す
る審議・意思決定を行いました。
　さらに、社外取締役・社外監査役による現場視察や現
地の社員とのラウンドテーブル、経営会議へのオブザー
ブ参加などによる会社の実態把握を継続的に実施したこ
とに加え、事前説明による取締役・監査役への情報共有
の充実化を図ることで、取締役会における議論の質の向
上と実効的な監督機能の発揮に努めました。
　当社取締役会における審議状況の透明性の確保を目的
として、2023年度取締役会の議案に関する時間配分を以
下のとおり示します。

取締役会 議案別時間配分

2022 2023 （年度）

■報告議案

■決議議案*1

100%

80%

60%

40%

20%

0%

33.9% 35.3%

66.1% 64.7%

100%

80%

60%

40%

20%

0%
2022 2023 （年度）

39.0% 38.2%

22.6% 28.0%

28.1% 25.3%

10.3% 8.5%その他*2

ESG 関連

決算･業績報告

中長期議案
M&A・ポートフォリオ
マネジメント、
中経・経営諸資本など

その他*2

ESG 関連
サステナビリティ、
内部統制・リスクマネジメント、
指名・報酬委員会関連

決算･業績報告

中長期議案
企業価値向上プロジェクト*3 、
成長戦略、構造改革、合弁設立、
事業売却、M&A 資本政策関連

*1  取締役会での決議議案に加え、決議に向けた審議を
行う取締役検討会およびガバナンス検討会を含む

*2 会社法上の規定などに則った決議・人事案件・その他個別案件など  
*3 取締役会・検討会の審議時間（上掲グラフ）のほかに、非公式な討議の場を設け、企業価値向上に関する議論を計8回実施

＜議案カテゴリー別の時間配分＞＜決議/報告議案の時間配分＞

2-2．総括
　取締役・監査役による記述評価ならびに第三者による
評価を取締役会のメンバーで討議した結果の総括は以下
のとおりです。
●  監督・執行ともに新体制において、多様な専門性を有

する社外取締役を過半とする当社取締役会の構成は適
切であり、社外取締役の議長による適切な議題設定と
中立的な議事運営のもと、多面的な視点から自由闊達
な議論を通じて監督と意思決定がなされ、また執行も
取締役会での議論を真摯に受け止め、課題を曖昧にす
ることなく経営に反映しており、引き続き取締役会の
実効性は確保されている、との結論に至りました。

●  指名委員会では、CEOを含む新執行体制の評価が公正
かつ厳格に行われ、報酬委員会では、過去からの論点
を整理した上で、企業価値向上に向けた報酬制度に関
する審議を重ねました。両委員会ともに、社外取締役
が委員長かつ過半数の構成において、株主視点に立っ
た審議が行われ、取締役会の諮問機関として有効に機
能している、と評価されました。

●  一方で、取締役会で議論を重ねてきた「企業価値向上
のための施策の実行と成果創出」が当社の最重要課題
であり、株主をはじめとするステークホルダーの観点
から厳格に監督する必要があるとの指摘がありました。

●  加えて、事業構造・収益構造の転換を実現した会社の

将来像と、それを支える経営資本のあり方をより鮮明
化し、ステークホルダーからの成長期待に応えるため
の審議を充実する必要がある、との指摘がありました。

〈2023年度の対応項目①②〉について
●  新たな経営体制のもと企業価値向上プロジェクトを立

ち上げるとともに、施策の策定段階から取締役会が積
極的に関与し、非公式な討議の場を含めて多くの時間
をかけて議論を行い、実行につながる施策の具体化へ
の働きかけを行ったほか、株主をはじめとしたステー
クホルダーの視点からの提案や指摘を通じて、実効的
な監督を行ったとの評価がされました。

●  利益成長や資本収益性向上を伴うデジタルサービスの
会社への変革に向けて、各ビジネスユニットの主要施
策の進捗のモニタリングにつとめたほか、合弁会社の
設立やM＆A、事業売却など、事業ポートフォリオ変革
の実行を後押しした点が評価されました。

●  一方で、2023年度の業績結果を真摯に受け止め、
2024年度の事業計画のモニタリングを通して、環境変
化への対応力やSCMを強化することで、経営の強靭化
を図っていくよう促す必要があるとの指摘がありました。

●  また、企業価値向上のための施策の実行と成果創出が
当社の最重要課題である、との認識が共有されました。
加えて、企業価値向上を実現するための会社の将来像
として、デジタルサービス事業の成長性や収益構造を
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可視化・鮮明化するとともに、その実現の源泉となる
人財をはじめとした経営資本の充実化を図り、ステー
クホルダーからの確信を得られるよう、執行と監督が
連携して対応を進める必要がある、との指摘がありま
した。

〈2023年度の対応項目③〉について
●  監査役からの報告と議論の充実化を図り、組織体制な

どに関する監査役会からの指摘に対して、執行・指名
委員会・取締役会での真摯な議論を経て、迅速な改善
を図るなど、包括的なガバナンス体制の強化を図って
いる点が評価されました。

●  一方で、グローバルに多様化・複合化するリスクへの
統合リスクマネジメントや、デジタルサービスの会社に
適した本社・組織体制のあり方などの継続的な点検と
改善が必要である、との指摘がありました。

3．2024年度 取締役会 実効性向上に向けた取り組み
　上記の評価を踏まえ、当社取締役会は、以下の〈基本方
針〉にもとづいて運営し、3つの具体的な〈対応項目〉を軸

として取締役会の実効性向上に取り組みます。
〈2024年度の基本方針〉
　1）　 企業価値向上のための施策の実行と成果の創出に

向けた監督を行う
　2）　 ステークホルダーの期待に応えうる会社の将来像

をより鮮明化するための審議の充実と支援を行う
〈2024年度の対応項目〉
　①　 2023年度に審議を重ねた企業価値向上に向けた

諸施策の執行を重要課題と位置づけ、2024年度事
業計画の進捗とあわせてモニタリングと支援を行
う

　②　 ステークホルダーからの成長期待を獲得しうる会
社の将来像をより鮮明化するための議論を深める
とともに、その実現に向けた施策の策定および実
行を監督・支援する

　③　 事業構造の転換を加速するための、人財をはじめ
とする経営資本の充実、および組織体制の最適化、
リスク管理体制などに関する点検を行い、継続的
な整備・改善を促す

政策保有株式に関する方針
　当社は、業務提携や、協働ビジネス展開などの円滑化
および強化の観点から、配当などのリターンも勘案しつつ、
今後のリコーグループの発展に必要かつ有効と認められ
る場合に限り、関連するパートナーの株式などを保有する
ことができるものとします。

　具体的には、毎年取締役会において個別銘柄ごとに保
有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているかなど
を検証し、中長期的に保有の意義が認められなくなったと
判断される銘柄については縮減を図るものとします。

政策保有株式の議決権行使の基準
　当社は、政策保有株式の議決権行使に際しては、提案されている議案ごとに、当該企業の中長期的な企業価値の向上を
図るものか、株主価値の毀損につながらないかを精査した上で、賛否を判断し議決権を行使します。

政策保有株式の保有状況

2019 年
3 月末

2020 年
3 月末

2021 年
3 月末

2022 年
3 月末

2023 年
3 月末

2024 年
3 月末

銘柄数（社） 上場 23 20 18 17 14 12

非上場 36 39 36 32 30 29

合計 59 59 54 49 44 41

貸借対照表
計上額

（億円）

上場 134 103 142 80 133 117

非上場 11 9 7 5 4 4

合計 146 112 149 85 137 121

純資産の額（億円） 10,189 10,085 9,238 9,058 9,580 10,651

純資産に占める割合（%） 1.4 1.1 1.6 0.9 1.4 1.1

純資産に
占める
割合（%）

貸借対照表計上額（億円）　 銘柄数（社）
1,000
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0

（億円）
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